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平成 30年 (ワ )第 9681号  名誉棄損等請求事件

原告 古井康雄

被告 学校法人大阪経済大学 外 3名

準 備 書 面 (3)

令 和 元年 5月 14目

大阪地方裁判所 第 24民事白: 合議 1係  御 中

原告

吉 井 康

2019年 3月 20日 の法廷で原告が強調 したことと、令和元年 5月 14日 までに

応答すべき事項 lfi以 下のとお りである。

① 原告が強調 したことは、被告大学の準備書面、陳述書等の信頼性向上である。

② 裁判長からの質問は、民事訴訟における名誉棄損を知つた時期は何時かである。

③ 裁判長からの回答要請は、名誉棄損事例NO.30～ 35について、どのような

損失があったのかを説明すること。

被告大学の準備書面 (1)への応答を念頭におきながら、以下の主張をする。

第 1 被告大学の準備書面、陳述書等の信頼性向上について

原告が被告大学に要望 したことは、原告と被告大学との争点が実質的証alL力 の

ある事実にもとづいて裁判官の自由心証主義による規範的な判断がなされるよ

うに、双方の努力が求められるとい うことである。

lFllえ ば、草薙裁判で北村賞は 「吉井氏のホームベージはその後、大阪地裁に削

除の仮処分申し立てを行い、その一部を削除せよとの決定 (別添)が 出されていま

す」と陳述 しているが (甲 7]、 3頁 )、 草薙氏には事実の確認は不可であるが、



原告は当事者であ り、大阪地裁か らそのような指示がなく、明瞭な虚偽である。

このような虚偽には原告の現在の法知識では刑比などの規定に触れる行為が

あり、それ らを以下に示す。

・刑法 159条 3項 (虚偽文書の作成、権利、義務に関す る文書を偽造、又は

変造 した者 に対す る罪)と 刑法 161条 (偽 造私文書を行使 した場合の罪 )

に抵触する、特任教員任用規程 (新規程)の 偽装 (甲 71、 4頁の (対 ))、

逸脱 したカ リキュラム委員会規程の変造 (同 、 4頁 の(対 )(0))、 経営学部教

授会規程を変質 させ る規程の変造 (同 、 3頁 の (丘 ))

・刑法 233条 (信用毀損及び業務妨害)に抵触する行為 として、井形学部長

自ら 1部科 目の 2部重複開講を認め、その一方で、文科省の規定を無視 して

シラバスの 2部科 目には登録 しないで、原告が無断で 2部の時間帯に勝手に

1部科 目を重複開講す るとい う教学ルール違反者に仕立てる指示を教務課

員に強要 し、原告に自主的に特任 申請を辞退 させ る第 1の 理由に している。

この井形の行為は、直接的、有形的な方法で原告の業務を妨害す る行為で

あり、威力業務妨害罪に抵触する行為 と思われる。なお、原告にこの不正行

為をメール してくれた教務課員は即、出向を命ぜ られ、別件訴訟 2の段階で

は職場復帰 していない。

・いたず らに強い表現、虚偽の表現を連発することは、訴訟活動が名誉毀損 と

して不法行為責任 を問われる例外的ケースもあり、次のケースが該当す る。

理事会を代表する形で発言する北村賞の 「特任人事は再雇用であって、新規

採用と同 じ手続きによるJ発言 と被告大学の準備書面 (1)の 2頁 の 「被告

大学では特任教員を希望すれば 100%採 用 される慣行は存 しないことを念

のため指摘 しておきたいJと い う陳述がこれに該当する。これには次の 2つ

の矛盾がある。

④ 最高経営責任者である井阪理事長 と教学の長である重森学長が、「(特

任教授の承認を取消 した)里上教授の件は例外中の例外で、人事におけ

る労使慣行は従前 と変わらず」 と合同教授会で公言 された趣旨に反する

こと (甲 26)

⑤ 井阪理事長および重森学長の要請で特任教員任用規程が新規程に改

正され、その任用基準第 4条 に 「本学の教員 としてふさわ しい研:究 。教
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育・運営上の活動を行 つてきたと認められること」め`追力[さ れたが、原

告の前後でこの新規程のもとで特任教授 こなつた 2名 、二宮正司はセク

ハラで西 日教授に人権委員会に訴えられた人物であり、原告の担当コマ

数を減 らすなどのパ ワハラをした人物でもあ り (甲 49)、 北村賞はタク

シーチケッ トの不正使用などの問題 (甲 73)が あり、この 2人は新規

程第 4条 に抵触するにもかかわらず、特任教授 として承認 されている。

その一方で、特任教員の申請要件を充た していたと判示 された原告は、

推薦委員会に申請書類を提出しない とい う北村グループの井形および池

島の不法行為により、妨害 されている。

Oと ⑤より、被告大学理事会および経営学部教授会は不法行為を容認する組

織 との疑いが抱かれ、これを立証する事実が草薙裁判の証拠に散見され、そ

の 1つ が北村理事のタクシーチケット不正使用に端を発 した評議会委員の

方々の次の発言である。

「理事長には、大学経営者 としての自覚をもつていただきたいものです J

「私 どもは、理事会が 自浄能力を発揮 され、大学が一 日も早 く正常化 される

ことを強 く望んでいます」 (甲 73)。

このように、被告大学の準備書面などにみ られる虚偽の表現の連発 |ま 、訴訟

活動が名誉毀損 として不法行為責任を問われるケースに該当すると主張する。

結論 として、このような虚偽の構成要素を巧みに組み合わせたシナ リオのもと

で、原告は、別件訴訟 1において敗訴 している。 これを分析 し́た内容が最高裁に

提出した 「特別抗告理由書Jに記載 している。 この理由書の第 3で、判決過程に

被告大学の虚偽 (朱記で表記)が 大きく影響 したことを立証 し (甲 71、 10～ 18

頁)、 第 4で は、このような誤判決に至った要因を分析 し、再審機会 とい う蜘蛛

の糸のつながることを訴求 している (同 、18～ 27頁 )。 なお、再審を求める理由

は、被告大学で就労す る教員に係わる最重要事項であるためである。

この名誉棄損訴訟は別件訴訟 1お よび 2を 経験 してきた原告が自分の名誉 c//

ためにも、事実の真実性のもとで判決 されることを強く望んでお り、社会常識上

許 されない虚偽に対 しては強い姿勢で臨んでいることを被告大学に訴える。
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第 2 民事訴訟における名誉葉損を知つた時期 lま何時か

裁判長の質問の趣旨は被告大学準備書面 (1)の第 3の 「原告が被告大学にお

いて勤務中の 2003年 2月 から2013年 1月 までの間に生起 した事象で、原

告は、生起当時民法 724条 の 「損害及び加害者を知っていた」ので、既に消滅

時効により消滅 してお り…Jに係わる重要な質問と理解 している。

これについては、原告準備書面 (2)の 14～ 17頁で、誠実に陳述 している。

損害の了知については、不法行為により損害を受けたことを認識 した時点で足

り、具体的な損害額を認識 した時点であることを要 さないと解 されている (最判

平成 14年 1月 29国 民集 561218).下 記判例 も参照 されたい。

。「最判昭和 49年 12月 17国 民集 28巻 10号 2059頁 Jの判例

。「最判平成 14年 1月 29国 民集 56巻 1号 218頁 」の判例

したがって、被告大学の当該主張は却下され、本件資料のN01～ N029

にかかる事実に関する不法行為による損害賠償請求権は、原告において現在 もそ

の権利があ り、被告大学の解釈 とその主張は棄却 されるc

第 3 名誉棄損事例 N030～ 35について、どのような損失があつたか

これに応える前に、名誉棄損に関する原告の理解の程度を以下に述べ、被告大

学の反論に誠実に対応する意思を有 していることを表明する。

社会全体の秩序づヤす機能を果たす民法のもとでの不法行為の成立要件は民法

709条 で規定 されてお り、名誉を侵害 した不法行為者が負 うべき財産的損害お

よび精神的損害に対する賠償責任は 710条 に規定されている。なお、刑法 23

0条 および 230条 の 2の規定が民法においても援用 され るとい う理解である。

しか し、社会が与えているその人の社会的評価を低下せ しめることとい う抽象

的な概念による名誉棄損について、その侵害事実を確定 し、カロ害行為 と侵害 との

因果関係、侵害 と損害 との因果関係 を判断す るとい うアプローチは困難なため、

規範的判断、すなわち、法的正当化の判断が重視 され、過失責任の有無、責任阻、

去「事由の有無、免責法理適合の有無の判断のもとでなされることになる。

この状況下で次の二つのアプローチが有効 とされている。



① 最判昭和31年 7月 20目 の「一般読者Jの基準を、社会的評価の低下の事

実を推定するものとして捉えるアプローチでのる。これによると、原告が、

裁判官をして 「当該情報は『 一般読者、一般視聴者』の視点のもと、社会的

評価の低下をもたらしうる」との評価をなさしめる事実を立証 した場合、社

会的評価の低下の事実が推定され、原告に損害が発生 していると解する。

② 前述の「一般読者」の基準により、実体法上、社会的評価の低下の事実を問

題 としない責任が形成 されたと捉え、このもとで、名誉毀損による不法行為

と|ま 、その人の社会的評価の低下をもたらしうる危険を引き起こす リスク要

因として、これに違法評価を加え、どの程度の危殆化をもつて不法行為責任

を成立させ るかとい うアプローチである。

ここでは、どのような損失があったかについて述べる前に、被告大学準備書面

(1)の 第 3に応答 し、その後、「損夫」について原告の主張を述べる。

被告大学準備書薔 (1)の第 3に対する応答

被告大学準備書面 (1)の 第 1、 第 2、 第 3の 1については、「争 う」 と意思

表示する。なお、原告の主張は、当該準備書面の第 1お よび第 2に 述べている。

原告 と被告大学 との間には 2013年 6月 か ら2018年 9月 までの長期に

亘って、 3つ の訴訟、別件訴訟 1の原告の地位確認、別件訴訟 2の被告大学によ

る名誉権侵害等の訴訟、別件訴訟 3の草薙裁判がある。 これ らか ら被告大学の多

くの不法行為が既に確定 してお り、草薙裁判では被告大学理事会の不法行為を生

起 させ る実態が暴露 されている。最初に共通する前提条件について述べる。

(1)原書が訴え轟、名誉菫損の事由 N01～ N035に共通する前提条件

7 原告の情報 (訴訟及びホームページ)は名誉棄損の免責要件を充たす

原古のホーム /ヽt― ジ (hitp://akindOfgt,lden.web.[c2.com′ /)は、名誉棄損

の事由 (N01～ N029)を 第 3者 に誤 りなく認識 していただけるように解

説入 りて事実データ (含 む、音声データ)を 会開 してお り、その公開ヂ〕趣 旨の

t,七 で表現の自由との調整がなさオ1ノ 、被告大学の肖11除 請求は■,卜 されている.
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別件訴訟 1は原告による地位確認訴訟のため、N012～ N029の 事由が

証拠 とな り、経営学部執行部の井形浩治学部長 L理事 と池島真策副学部長兼カ

リキュラム委員長の故意による共同不法行為の確定に寄与 している。

別件訴訟 2は被告大学による名誉権侵害等の訴訟で、N01～ N035の 事

由を原告が証拠 とした結果、北村グループの歴代執行部による不法行為は確定

したが、被告大学の名誉に係わる原告の行為に対 しては名誉棄損の免責要件が

適用 されている。

この事実を再認識 していただくために、再度立証する。

○ 原告を名誉権侵害等で訴えた被告大学の「訴状』の抜粋 (別 件訴訟 2)

原告の経営学部執行部では、 2003年 か ら2012午 まで組織的に被

告に対するパワハラ行為が行われてお り、組織的パワハラの集大成 として、

特任教員への任用拒否が用意周到に準備 されていたと読めることから、原告

の組織体 としての社会的評価が低下 し、名誉権を侵害する。

しかるに、前件訴訟では ・― <略 >… 経営学部執行部が組織的に被告

に対 しパワハラ、アカハラ行為をしてきた との事実は認定されていないので

あって、被告の楠示事実は根拠に基づかない反真実の記事であ り違法性阻却

事由がない。

被告がホームページで主張するパワハラ、アカハラ行為は、カ リキュラ

ム委員会、人権委員会が組織 されている原告の学内では起こりえない (甲 2

7、 理事長佐藤武司の陳述書 )。

したがつて、被告の本件ブログ公開は、原告の名誉権を侵害する不法行

為である。

⑦ 上記⑦の訴状に対する、控訴審判決 (甲 8、 10～ 11買 )の抜粋

本件記事等の掲載は、公共の利害に関す る事実に係わ り、専 ら公益を図

る目的で行われたものと認められ、執行部による継続的かつ組織的なパ フ

ハラとい う意見の前提 となる事実の重要な部分は真実であ り、したがって、

前提 となる事実の重要部分が真実ではない蓋然性が高いとは認められない。

また、 1審原告による組織的なパ ワハラとする意見部分 も、これが不当
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なものといえないことは前記ラ1用 に係 る原判決が説示するとお りである。

以上のよ うに、本件記事等が公共の利害に係 るものであ り、その掲載が

専 ら公益を図る目的で行われたこと、本件記事等の意見の前提 とされた事実

の重要な部分が真実であること、このような事実を前提 とした意見が、意見

としての範囲を逸脱 したものとは認められないこと、本件記事等の摘示 され

た事実がプライバシー情報には属 さないことを考慮 した場合に、なお、これ

を違法 とすべき事情の主張、立証はない。

l審原告は、仮に本件行為が、意見ない し論評型名誉棄損であるとして

も、意見ない し論評の逸脱性を判断するに当たっては、当該表現の内容が人

身攻撃に及ぶか否かだけではなく、その内容が不合理か否か といつたことも

斜酌すべきであると主張する。

しか し′、別件訴訟において、井形及び池島の 1審被告に対す る特任教員

任用申請手続の妨書が不法行為であると認定されてお り、その判決が確定 し

ていること等に照 らせば、本件行為の表現内容が不合理であ り、違法なもの

であるとい うことはできない。

0 草薙裁判での北村賓の証人尋問調書 (甲 18、 4頁 )(Bll件訴訟 3)

平成 27年 2月 20日 の理事会での学内理事会に設置された調査委員会の

報告内容に言及 した北村発言

「吉井さんのインターネ ットで、ホームページ等でアップされた

ものの中身は、ほぼ真実だとい う報告だったと思います。」

○ 小括

上記○に対する④ と⑫より、N01～ N035の 事由には次の 2つ の事

実が確認 されている。

・名誉棄損の免責要件を充たしているとの別件訴訟 2の控訴審判決の

もとで、事実の真実性、若 しくは真実相当性が担保 されたこと

。被告大学の北村グループの歴代経営学部執行部の、故意による不法

行為が別件訴訟 1と 2の控訴審判決のもとで確定していること

η
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北村グループの歴代執行吉1に よる
'F法

行為の事実を幾つか「 記に示す。

・原告の担当コマ数を減 らす (甲 32、 甲 49)、 別の教員に振 り替え

る (甲 32)と いった手段で経営学部教授会および学内での原告の教

授 としての地位 を貶める

。原告を、秩序を乱す問題人物 と仕立てるために執行部 と人権委員会

が連携 し、北村 グループの教員が原告を名 誉葉損で訴える (甲 38、

甲43)こ とにより、原告の人格を否定 し、原告の信用を貶めている

。理事会は原告の調査委員会を設置し、
「
特定の個人を誹謗中傷す るだ

けではなく、大学運営のあり方についての根拠のない誹謗を加え、t〉

って大学の信用を失墜 させ ようとする t)の であ り、理事会に対する書

だ しい業務妨害行為と言わざるをえないJ(甲 16)と 原告を追求す

るなど、学内での原告の社会的地位を著 しく失墜 させている

これ ら具体的な事実が真実であることにより、被告大学による名誉棄損

は立証 される。

イ 地位確認訴訟では、被告大学には刑法などに抵触する不法行為がある

原告による地位確認訴訟 |二 おいて、原告の名誉を棄損するとし́たN012へ ´

N029の 事由に密接に関連する具 1本 的な事実である[当 該準備書面の 1～ 3

頁に述べているが、ここで |ま 干1法 な どの規定 |こ 抵触するヒ原告がヤl断 した証拠

を示すことにする。なお、このよ うな故意による不法行為をすること自体が原

告の被告大学での社会的地位を貶める名誉棄損行為 となるし

⑦ 刑法 159条 3項 と刑法 161条 に抵触する不法行為

0 特任教員任用規程 (新規程)の偽装

新規程 (甲 56)と 偽装 した力i規程 7i・ 説明する井形 と北村発言 (甲 3)、

それを池島がカリキュラム委員会で遂行 した証拠 (甲 4)、 原告に自主的

に特任申請を辞退せよと迫つた井形発言 (甲 5)、 この行為は新規程には

ないと発言する城推薦委員のメール (甲 24)よ り偽装が立証される。

① 逸脱 ヒ″たカリキニラム委員会規程の変造

人間科学部のカリキニラム委員会規柱 (中 74)と この規程には規定さ
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⑦

れていない、前述の偽装 した新規程の内容、例えば、特任教員の推薦に

はカ リキュラム委員会の承認が必要 といつた類である。 この変造 したカ

リキュラム委員会規程の遂行は池島カ ソキュラム委員長の陳述 (甲 4)

より自明であり、それを批判する山田学長補佐の 1科 目の廃止や新設は

教授会で決定するもの (注 :カ リキュラム委員会は教授会に答中す るの

み )」 発言 (甲 22、 2頁 )か ら変造が立証 される。

③ 経営学部教授会規程を変質 させる規程の変造

経営学剖
`教

授会規程 (甲 75)に反する北村 と圏中が動議 し、強行採決

し、 1年限 りの試行 とした、欠席教員も委任 による決議参加 を認めると

い う規程変更 (甲 54)で ある。 これは、「特任人事は再雇用であり、そ

の手続きは新規採用 と同 じ出席教員の 3分 の 2以上の可が必要」に対応

す る変造であ り、教授会議題は当日公表 されるため、誰 t)事 前には知 り

えない決議内容を事前に可否投票するとい う矛盾に充ちた不法行為であ

り、実際に欠席投票が 2回 ほどあり、教授会を混乱 させている。

刑法 233条 に抵触する不法行為

C 教学ルール違反者に仕立てた井形による 1部科 日の 2部重複開講

井形が 2010年 8月 のカ リキュラム委員会で 1部科 目の 2部開講を

認め (甲 20、 1～ 4頁 )、 井形学部長 自ら教務課で 1部科 目の 2部重複

開講を仕掛け (甲 20、 4～ 5頁 )、 文科省への変更届 (甲 21)をせず、

池島カ リキュラム委員長はカ リキュラム委員会で特任申請を認めない第

1の理由とし (甲 4)、 井形が原告に特任中請辞退を迫る、 その第 1の理

由としている (甲 5).

これは、直接的、有形的な方法で人の業育を妨害する行為を処罰する業

務妨害罪に抵触する行為であ り、ここでの業務は 「人が社会生活上占め

る一定の地位に基づいて営む活動一般を指す」 とされ,る ことか ら、原告

の教育活動は業務 と解 され、被告大学による名誉棄損行為が立証 される。

訴訟活動が名誉毀損 として不法行為責任を問われる例外的ケースもある

これ′は、当該準備書面の 2～ 3貞 に記載 し′ているので省略する。

0
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なお、別件訴訟 1の 当事者である井形、池島が尋間で虚偽発言 したことが

判決に影響を与えていたことから、民訴法 209条 1項に抵触する行為 と原

告は認識 している。民訴法 230条 も被告大学の虚偽の準備書面や陳述書、

証拠の成立の真正を判断する規定 と解 され る。

これ らか ら、特 Flll抗 告理由書 (甲 72)に 立証 したように、虚偽陳述を繰

り返す被告大学の行為は原告の名誉を繰 り返 し棄損 していると主張する。

(2)被告大学準備書爾(1)の 2、 名誉棄損事酬 030～ 35に関する反論

ア N030に 関する反論

争 う。被告大学が名誉棄損 とする原告の行為は、名誉棄損の免責要件が適用

され、逆に、被告大学の不法行為が別件訴訟 2の控訴審判決で確定 しているc

平成 27年 2月 24日 の当該文書 (乙 2)の 「元教員の在職牛1に 同人に対す

るハラスメン ト行為は一切あ りません」とあるが、平成 26年 9月 30日 の大

阪地裁判決で「被告井形の行為は不法行為に当たると認められるJと 判示 され、

平成 27年 4月 23日 の控訴審判決では「被控訴人井形及び被控訴人池島の故

意による共同不法行為J力 確`定 してお り、虚偽事実を公表 している。

また、その対象は、日村理事の陳述書 (甲 28)の 「同窓会 と9万人の卒業

生は、司法の場で正々堂々と争 うべき事案を、ネ ット上の “場外乱闘"を 仕掛

けた、吉井氏の行為を決 して許す ことは出来ません」より、被告大学関係者の

間では、被告大学の公式文書である乙 2を信 じるとみなすのが普通であると解

されることから、原告の社会的地位。評価が著 しく低下 したことは自明である。

また、時効により消滅 していると述べているが、原告は平成 29年 7月 3日

に山田元学長補佐から送 られてきた平成 28年 3月 22日 付け文書 (甲 26、

13頁 )で初めて知った訳で、被告大学の誤認識である。

なお、この時期、北村理事が定年を 67歳か ら70歳 に戻す動きをしてお り、

教職員組合は全力でFIl止 したと山田氏他、音の同僚が発言 している。

被告大学の特定の個人に振 り回される情けない学内事情 と、在籍 した一教員

として意見表明させていただく。
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イ N031に 関する反論

争 う。「大学の進学を控えた孫娘から「お爺ちゃんの大学のパワハラ事件は

本当か?」 との電話の記述が事実を伝えてお らず、原告に対する名誉毀損に該

当するとの点は否認す る。Jと あるが、この文章は第 3者 に正確に内容を伝え

る文章ではないため、応答不能である。

國村の陳述書 (甲 28)よ り、原告のホームページを閲覧 した孫娘の友人の

質問に孫娘が田村に問い合わせた事由と解釈すると、孫娘の友人は「一般の閲

覧者であり、「一般閲覧者の普通の注意 と読み方Jを基準にしてパフハラがあ

つた と認識 し、その真実性を確認 しようとした行為 と解 される。

これより原告は被告大学によつてパワハラされる要因を有する人物 として

原告の一般社会での評価が低下 したとも解釈 され、その一方で、被告大学はパ

ワハラを容認する大学か といつた、被告大学の評価の低下も懸念 され、双方の

名誉を棄損 しているとも推認 され る。

原告が田村の陳述書で原告の名誉を棄損 しているとするところは、被告大学

の理事 とい う経営者の一人 として、正確な事実情報を把握 しなが ら、被告大学

の学内、同窓会、卒業生への説明責任を果たさず、前述の乙 2にみ られる虚偽

の情報を発信 し続ける不適切な行為者の一人 として、また、原告の私的相談に

協力 した草薙氏を北村 らと意を通 じる理事 らとともに懲戒処分をし、故意によ

る共同不法行為者である井形 と池島には何の処罰を科 さないままとい う現状

に、原告の社会的評価を今 もなお貶め続けていると推認 されるところにある。

ウ 漏032に 関する反論

争 う。「佐藤理事長の陳述書 (同 訴訟の甲 27)の 記載は偏つた情報による

原告に対す る名誉毀損であるとする点は否認するJと しているが、佐藤は被告

大学の最高経営責任者 とい う立場にあつて、佐藤本人の陳述書を証拠 として、

原告を名誉権侵害等で 1500万 円の賠償請求を仕掛 |す ている。

原告は、被告大学の最高経営責任者の陳述書 と認識 して読んでお り、他の陳

述書 とは責任が全 く異な り、被告大学を代表す る見解 とみなされるリスクがあ

ることを考慮 されて、「名誉棄損には当たらないJと い う釈明をされたい。

なお、佐藤 自ら被告大学の名誉を貶める経営の一環 として、原告の被告大学



，

】

での社会的地位 と評価、品性 と信用を貶めてお り、以下にその箇所を指摘する。

② 最高経営責任者の原告に対する見解

0大学の評判が下がることを知 りながら、ただ単に退職 した職場の 「パ

ワハラJを したメンパーヘの嫌がらせ として掲載 しているのであれ′ば、

本学としてこれを許すわけにはいきません。

②吉井ブログにより発生 した損害賠償請求をするにあた り、吉井氏は激

しく抵抗する可能性が高く、仮に訴訟 しても任意で支払いを受ける可

能性は考えにくく、現在把握 している財産については保全を行 う必要

があると考えます。

④ 原告の学内評価

③その在職中に幾度 となく他の教員などと事件や トラブルを惹き起こ

してきたと聞いています。

の吉井氏には、使用者たる理事会の業務上命令にす らまともに従わない

問題教員であることが明らかとなりました。

鰺 自身の発言が名誉棄損であると判断された学内の 「人権委員会」の文

書や、学部内の授業担当問題などがあり、経営学部長などから「パワ

ハラを受けている」とい うものでありました。

③研究室等での 1対 1の会話を隠 し撮 りすること自体が社会的規律違

反であります し、それを公開することにより当事者にとって不測の事

態を惹き起こす可能性があります。

0 原告の轟性 饉信用に触れる部分

⑦自身の思い通 りにならない事態に直面した場合、周囲の迷惑を顧みず

外部に暴露する行動に出る、ご本人の特性に基づくものだと思われま

す。

① 最高経営責任者の経営学部執行部に対する評価

③北村賞教授、二宮正 l・l教授、樋 口克次教授は、特任訴訟の当事者です
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らありません。

0北村教授、二宮教授、樋 口教授 らにつ聡ては、パワハラを行つたとい

う事実はなく、吉井プログの記載は真実ではありません。

⑩井形教授を直接知 らない人は、パワハラをするひどい教員だと認識 し

てしまうと思われます。<略 >井形教授の名誉を棄損 しており、外部

の人には訳のわからない一方的な情報により、評価が独 り歩きして し

まうことになります。

①北村教授は長く経営学部長を務めてきたことから、主に授業担当問題

などで、学部長 として適切な業務を行つてきたにも関わらず、事実に

反 しパフハラとしてブログに記載 されてしまうなど記載や、上記①②

と同様、氏名のネ ット検索で当該ブログがヒットし、深刻なネット攻

撃にさらされることにより、学生や世間からの評価が重要である大学

教員 としての現在および将来の生活に被害が生じてお ります。

③ 最高経営責任者の被告大学の組織に関する認識

0学部執行部が独断で、ある教員の担当科 目を増減 させることは不可能

ですc

①本学のカリキュラム委員会は学部内の一委員会であり、最終意思決定

は学部教授会で行つているため、上記経営学部執行部 としては、適正

に職務を行つているものであり、アカハラ、パワハラなどを行ったと

い う事実はありません。

⑬人権委員会を利用 してのパワハラなどは制度上不可能です。

工 N033に 関する反論

争 う。民法を教授する経営学部長・理事の本村の陳述書 (甲 25)記 載の事

由について、被告大学の準備書面 (1)では、「(甲 25の )記載は虚偽に充ち

てお り、原告に対する名誉毀損であるとする点は否認するJと のみ答え、具体

的な反論をしていない。

原告が経営学部教授会での社会的地位 。評価を貶めていることは、教授会で

適切な議論がされた痕跡 もなく、地位確認訴訟の判決 も正当な評価がなされ′て
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いないと感 じるところである。具体的に、甲 25を分析する。

1-1の 要旨 :

井形がカリキュラム検討委員会に吉井氏の 3年間に及ぶ授業担当科 目計

画に関 して意見を求め、委員会は吉井氏の当該授業担当科 目を審議 した

結果、「不必要又は必要度が低い」 とい う結論を井形氏に伝えたとある。

1-2の 要旨 I

井形は吉井氏にその結論を伝え、推薦委員会へ推薦できない としたが、

吉井氏の反論にあい、学長に相談すると井形氏に 「カ リキュラム検討委

員会が不必要又は必要度が低いと判断 した授業担当科 目計画を提出され

たとしても受け付けられない」 と伝え、『事実上』 不受理 となつた。

この 1-1と 1_-2で 、原告の名誉を棄損するところを以下に述べる。

0カ リキュラム検討委員会は学部長の諮問にもとづき、審議 した内容を

教授会に答申する機能を有するのみである。不法行為 とするところは、

井形学部長が教授会で審議せず、独断で特任申請辞退を原告に迫って

いる。すなわち、教授会で議論するとい う手続きを無視 し、特任教員

任用規程 (新規程)の手続きを無視 した違法行為を 「正当な手続きJ

であるかのように述べ、教授会運営の不適切 さを学部長の立場で認識

していない ところが、原告の名誉を棄損 し続けているのである。

②新規程の任用手続き第 9条 には、カ リキュラム委員会の手続きを経る

との規定はなく、違法な手続きのもとで、原告の担当科 目を全て不要・

必要度が低いとしているが、 10数 年講義 してきた科 目が突然不要に

なるなど、「一般読者の普通の注意 と読み方Jを基準にして、この本村

文書を判断すれば、原告を貶める手続きをしたことは自明であり、民

法学者である木村の立場か らすれば、この定められた手続きをしない

ことは原告の学内での教授 としての社会的地位・評価を貶めているこ

とに他ならず、名誉棄損行為に当たることは推認できたはずである。

経営学部部外者である城推薦委員でさえ、推薦委員会で井形を厳 しく

叱責 し、原告の申請書類を推薦委員会に提出せ よと迫つたが、頑 とし

て拒否 した と原告に報告 している (甲 24)。 これに反 して、井形、池

14
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島、北村に何の諌言 もせず、逆に、容認する現状態を演出 し続けてい

るところが、原告の名誉を棄損してい色のである。

2-1の 要旨 :

特任教員制度では、「特任教員申請・任用に関して特別な労使慣行は存在

しない」とし、「その手続きは、規程にもとづけば推薦は担当者が判断 し、

その後「特任教員推薦委員会の推薦により、各学部教授会において行い、

理事会の承認を得て」任用 される (特 任教員任用規程 5条① )。

2-3の 要旨 :

担当科 目計画の評価では、「第 2部開講科 日は学則上不存在科 目であ り、

敢えて開講する必要性がない科 目である」

2-5の 要旨 こ

学長執行部の態様では、「控訴審の審理過程で明らかになった事実はつぎ

のようなことであった。吉井氏提出の証拠 (録音テープ)が 、学長執行

部の学内教学行政執行に関して、当時不一致の状況を呈 していた とい う

ことを示唆 している」、「本学が法人 として、吉井氏問題の取 り扱いを決

定するまでに学長執行部構成員 として問題提起をせず不間に付 している。

やは り吉井氏問題を職務遂行上議論 して然るべきであった」

この 2-1～ 5で、原告の名誉を棄損するところを以下に述べる。

O「特任教員申請・任用に関して特別な労使慣行は存在 しない」との記

述には、井阪理事長および重森学長が合同教授会で 「人事における労

使関係は従前と変わらず」と公言されたことに矛盾する (甲 26)。

嬢 「規程にもとづけば推薦は担当者が判断 し、」と述べているが、前述

の 1-1～ 2で は、判断 しているのはカリキュラム委員会と井形学部

長であり、担当者は特任教員申請者か否か矛盾する記載であるc

⑤ 「吉井氏提出の証拠 (録音テープ)」 をもとに、学長執行部に原告の

訴訟の責任を問 うているが、これは北村、井形、池島らの責任転嫁で

あり、徳永学長は原告に教授会白治の関係で学長 としても介入できな

いと説明されたことと矛盾 してお り、草薙裁判での草薙氏の陳述書 (甲
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lF)に あるように、学長υ〕ポス トを争 う北村の駆けり|

原告は、北村の私的欲求の犠牲者 とい う.こ とになるc

■オ1,ら ③④◎ より、被告大学を私物 1ヒ する人物のグノい ^プ によ

結果、原告の被告大学での社会的地位及び評価が貶められてお り

具体的事実の存在が立証 される.

きと解 され、

る不法行為の

、名誉棄損の

3の むすびの要旨 :

「池島氏は自己に課 された職務を忠実に執行 したのみであると言える」、

「井形氏は控訴審判決のようなそ しりを免れ るためにも吉井氏問題につ

いて、学長 :徳永氏 との間でもう少 し慎重な肌理の細かい議論をしてお

くべきであつたと考える」、「特任教員推薦要件欠女口においても、他のケ

ースでは特任教員推薦委員会において正式に不適格 と判定 している」、

「学長執行部議題 として提起・論議 しなかったこと、さらに裏面で吉井

氏問題を拡散 したことは職務執行の悔怠であったといえる」

この 3で、原告の名誉を棄損するところは、原告退職後も、民法学者である

木村が、理事会および経営学部教授会で、この本村文書を配布 し、控訴審判決

を尊重せず、故意による共同不法行為者である池島と井形を擁護 し、原告の訴

訟の責任の所在を学長執行部に転嫁 していることである。

元学長補佐の山田氏は、退職する平成 28年 3月 、「経営学部教授会で配布

された 2文書への批判」を学内で配布 し、本村文書 (甲 25)を 批判 してい

る。 この文書から、第 3者の日でみた原告の名誉棄損の実態が確認 される。

オ N034に 関する反論

争 う.被告大学の準備書面 (1)の 「否認 Jに は全 く内容がない。誠実な否

認を求める。

井形および池島による 「吉井氏の問題に対する経営学部における確認依頼 J

文書 (甲 23)は 、別件訴訟 1の控訴審判決で「被控訴人井形および被控訴人

池島の故意による共同不法行為Jが確定 して、ほぼ 9か月後の文書であ り、被

16
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告大学が原告に名誉権侵害等で 1500万 円の賠償請求訴訟を起こした別件

訴訟からはほぼ 3か月半過ぎた頃の文書である。

この文書の 目的は、「吉井氏の特任問題における経営学部の手続について、

その正当性 を経営学部教授会において確認 させていただきたく」 としている。

しかしながら、この文書は普通に読めば、規程を逸脱 した行為などとは読み

取れない、真実を隠蔽 した、狡猾な虚偽文書であり、控訴審判決で「故意によ

る共同不法行為」とされた、自省の念が全 く感 じられない無責任な文書により、

現時点でなお、原告の名誉を貶め続けている。

lノ か し、原告の名誉を棄損 していることを具体的に示 し、それが事実である

ことを立証 しない限 り、名誉棄損が成立 しないため、この文書において、原告

の名誉、評価を貶めている箇所を朱記 し、その判断根拠、証拠を注釈で示す。

甲 23の抜粋 : 1 特任教員制度について

<略 > 当時、本学において、学部のカ リキュラムや人事などについては、

各学部の教授会の専決事項 としていました (但 し、平成 27年 4月 より変更)。

そ して、経営学部は、学部長の諮間に基づいて、カ リキュラム編成、各年度の

授業担当、授業担当の人事案件を実質的に審議・検討することを「経営学部カ

リキュラム検討委員会」に委ね られていま した。こうしたことか ら、本件にお

いても、「学部長が作成すべき授業計画についてカ リキュラム委員会の意見を

聞いて行 う」 と当時学部長であつた井形が平成 24(2012)年 9月 28日 経営学

部教授会で諮つてお りますが(議事録参照)、 再雇用である特任教員任用手続に

おいて正当であると考えます。 この教授会には吉井氏本人も出席 していまし

たが(当 時学長補佐であつた山田文明氏も出席 )、 こうした手続ついて、吉井氏

を含む教授会メンバーか らは、何 ら異議が唱えられませんでした。

注釈 : 特任教員任用規程 (新規程)は全学共通の規程であ り、経営学部

独 自の規程ではない。それを「教授会で諮つた」としている (甲 3)。

しかも、原告が作成すべき授業計画を、「学部長が作成すべき授業

計画」 とし、「カ リキュラム委員会の意見を聞いて行 う」 としてい

る。 これは新規程には規定されていない、新規程の偽装 とい う刑法

に抵触する不法行為である。規程の変更は定められた手続き (し か

″
イ
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し、新規程は全学共通の規程である)と 、当該部署での可否投票が

求められるが、その手続 きがないことか ら、不法行為は明瞭である。

「何 ら異議が唱えられませんで した」 と記載 しているが、原告は二宮

教授の特任人事においても同じ手続きをしたか と確認 している。 した

がつて、この部分も虚偽である。

甲 23の抜粋 : Ⅱ 経営学部カ リキュラム検討委員会について

<略 >当 時の経営学部カ リキュラム検討委員会のメンバー構成は、<略 >

専攻科 目分野も偏ることなく編成 されていました。そこでの結論は、吉井氏

が提案 した科 目は、「不必要又は必要度が低い とい う意見で一致」 しま した。

なぜそのような結論で一致 したか とい うと、吉井氏が提案 した担当科 目は緊

急・変則的な担当科 日であ り、 しかも学則上存在 しない科 目を挙げていたか

らで した。特任教員の 3年間を、こうした状態のまま開講することは、経営

学部のカ リキュラムの体系上および教学ルール上、当然認められないか らで

す。 <略 > この一致 した意見を受けて、当時カ リキュラム委員長 とい う

立場であった池島は、そこに私情を挟むなどとい うことは一切なく、あくま

でも委員長 としてカ リキュラム検討委員会の意見を、そのまま当時学部長で

あつた井形に報告 したまでであ ります。 このように、カ リキュラム委員長で

あつた池島は、その役職 として業務を遂行 しただけであ ります。そ して、こ

うしたカ リキュラム検討委員会での一連の行為が、経営学部で問題視 された

ことはあ りません。それゆえ、この一連の行為は 「役職上の正当な業務」で

あつたのであり、問題はなかったと考えます。 <略 > 。

注釈 :「吉井氏が提案 した担当科 日は緊急・変則的な担当科 日であ り」

については、原告は 2部 においても講義 していた (甲 30、 6頁 )

訳で、北村 と樋 回の不法行為 (甲 30、 14頁 )に より、不開講 と

し、非常勤講師に振 り替えている (甲 32)。 これは、別件訴訟 2で

「歴代の執行部による不法行為 Jと して判示 されている事実であ り、

被告井形および被告池島の口実に過ぎない。

「しかも学則上存在 しない科 目を挙げていたからで した」について

18
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は、被告井形が原告を貶めるために刑法 233条 に抵触する不法行

為をしており、第3の 1(1)イ ④④で辛証している。

「池島は、そこに私情を挟むなどとい うことは一切なく、 一 池

島は、その役職 として業務を遂行 しただけであります」は虚偽であ

り、原告の 「訴状」で次に示す ように立証 している。

・訴状の 26頁 に、カ リキュラム委員会の動きが明記 されてお り、

2012年 5月 11日 には 「原告の特任人事は学部執行部でコン

トロール可能」 との打ち合わせをし、同年 10月 14日 には北村

のクレーム内容に誰 も何 も発言 しない との情報が記載 されている。

。この 10月 14日 に打ち合わせた原告を陥れる不法な内容が池島

の陳述書 (甲 4)に記載 されている。

・別件訴訟 2の第一審判決では、「カ リキュラム委員会の決定に至る

経緯は不 自然な感 じを拭えない」 としている (甲 7、 26頁 )。

「 … 一連の行為が、経営学部で問題視 されたことはあ りません」

は虚偽であ り、教授会での議論を拒否 している (甲 58)

「この一連の行為は「役職上の正当な業務」であったのであ り、間

題はなかったと考えます」とあるが、新規程の任用手続き第 9条 と

異なる手続 きをし、別件訴訟 1の控訴審判決 (甲 2)で は 「故意に

よる共同不法行為」 とされてお り、正当な主張にはならない。

甲23の抜粋 : IE 吉井氏提案の授業担当計画の取扱いについて

<略 > 井形は <略 > 吉井氏が作成 した授業担当計画では、特任教員推

薦委員会に提出できないことをお話 ししま した。しか し、吉井氏は自身が作成

した授業担当計画をそのまま特任教員推薦委員会に提出さえすれば、特任教

員手続が承認 されると信 じて疑わず、 <略 > 井形に同授業担当計画をそ

のまま特任教員推薦委員会へ提出す るように強 く要請 しま した。

<略 > 井形は、本人 自身が作成 した授業担当計画をそのまま提出 しようと

19
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思い、推薦委員会の委員長である徳永学長のところに行つたのです。

その際、徳永学長は、「カ リキュラム検討委員会が不要若 しくは必要度が低い

と判断 した授業担当計画を提出されたとしても、受け付けられない (不受理 )」

としたのであります。

井形は、「任用申請の手続をあえて進めなかった」わけではなく、学部長 とし

て正当な業務 として一連の手続 を行っただけであ り、む しろ本人の意向を尊

重 して、吉井氏の作成 した授業担当計画を提出しようとしていたのです。

つま り、推薦委員会の委員長であった徳永学長が不受理 と判断 したのです。

<略 > つま り、理事会 としては、前述の池島や井形の一連の行為は「役職上

の正当な業務Jと しつつ、経営学部の一連の手続には問題がないと認めたとい

うことなのです。それにもかかわ らず、今頃になって、一連の手続 を否定す

るような意見が学内外から出るのは不思議でな りません。

注釈 :「そのまま特任教員推薦委員会に提出さえすれば、特任教員手続

が承認 されると信 じて疑わず」は、井形の誇張表現であ り、原告は

新規程の手続きを踏んでくれ とのみ言つている (甲 5)。

「井形は、本人 自身が作成 した授業担当計画をそのまま提出しよう

と思い、推薦委員会の委員長である徳永学長のところに行つた」は、

狡猾な虚偽である。原告に自主的に特任申請を辞退 させ るために、

新規程の任用基準第 4条 (1)④に抵触する人物 とするために、教学ル

ール違反をする人物に仕立て、その理由を「原告が無断で 1部科 日

を 2部の時間帯で講義をしている」 と説明 している。 したがって、

「そのまま提出 しようと思い」は本心ではなく、別の意図がある訳

で、それが北村、井形、池島の考えた「書類の不備」であり、 17

頁の 「学部長が作成すべき授業計画」であ り、「原告の担当科 目は

全て不要若 しくは必要度が低いので不開講 とする。担当科 目のない

特任教授は認められない。これがカ リキュラム委員会の総意である」

(甲 5)と しているcこ の北村、井形、池島の作戦の犠牲者は学長

で、原告の特任人事を利用 して嵌められたのである。草薙裁判での

草薙氏の陳述書 (甲 17、 6～ 7頁)の 「北村理事は一貫 して徳永
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学長 と対立 し、学長を孤立 させて力を肖Jぐ一方で、理事長の陰に隠

れ′て理事会運営における主導権、つ まり実質的な最高権力の掌握を

画策 してきたように見えます」より理解 される。なお、これ と1司 じ

行為を、里上教授の特任人事の際、当時の二宮学部長が原告に仕掛

けてお り (甲 48)、 この悪質 さが原告の名誉を棄損 している。

「井形は、 一 む しろ本人の意向を尊重 して、吉井氏の作成 した

授業担当計画を提出 しようとしていたのです」は、前述のように虚

偽であり、原告の 「訴状Jの 26頁のカ リキュラム委員会の動きよ

り立証 される。

「推薦委員会の委員長であつた徳永学長が不受理 と判断 したので

す」は、学長に責任を転嫁 した、学長を嵌めることに成功 したとい

う悪意ある表現であ り、城推薦委員 も推薦委員会で井形に原告の申

請書類を推薦委員会に出すように激論 した (甲 24)と 原告に話 し

てお り、草薙氏の陳述書の 「井形氏にも直接、粛々と手続を進める

ように言ったのですか ら」(甲 17、 4頁 )か ら、虚偽が立証 される。

甲23の抜粋 : Ⅳ さらなる事項

<略 > 今になって、井形および池島の行為が 「役職上の正当な業務」で

はないかのような意見が学内外で出されているとい うことは、はなはだ遺憾

であ ります。 <略 > なぜ今頃になって、「井形および池島の行為が正当な

業務ではない」かのような意見が学内外で出されるのは理解 しかねます。

<略 > 最後に、我々が大阪高判の結論を受けて上告 しなかったのは、吉

井氏の地位が確認 されないとい う勝訴判決を確保するとい う法人 (理事会 )

の判断に従つたためです。 <略 > 今頃になつて井形や池島の行為を含め

た経営学部の一連の行為が正当でなかつたかのような意見が学内外で出され

ることは、甚だ遺憾であ ります。学校法人 として認めていた行為を遡及的に

問題視するとい うのは非常に危険な行為です。 <略 > 学校法人が正当な

業務 として認めていたにもかかわ らず、その学校法人が事後遡及的に糾弾す

９
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ることは、教員を不安にお としめる行為です <略 > 。

注釈 :原告は、このような申し開きをする人物に、特任教員 としての教

育および研究活動を妨害 され、かつ、後半の人生の約 6年強をこの

一連の裁判に費やすことになったことを極めて残念に思っている。

自ら本人訴訟をして感 じることは、被告大学の当事者は法廷の外に

いて、訴訟は被告大学の代理人弁護士に任せ、訴訟費用は被告大学

の学生の授業料、国民の税金か ら拠出される補助金で賄 う、ここに

大きな疑間 と虚 しさを感 じる。

そ して、正直に、誠実に、被告大学をとお して社会や学生に貢献す

る道を塞がれたことは、何よりも残念なことである。

被告池島が別件訴訟 2で訴訟するために証拠 とした陳述書 (甲 76)を 証拠

として呈示 しておく。この全 くの自己弁護の塊 と本人の罪悪感のなさにあふれ

た文書は、少なからず原告の名誉を棄損 して止まない
=

力 N035に 関する反論

争 う。被告大学の準備書面 (1)の 「否認」に |ま 全 く内容がない。誠実な否

認を求める。

原告の名誉を棄損す る根源が何処にあるかを客観的に明らかにしたのが草

薙裁判の事実情報で、この N035で は草薙氏が証人尋間として法廷に立たせ

ることに成功 した北村の尋問調書を例にして、名誉棄損の具体的事実を摘示 し、

それ らの確からしさを、訴状の 23～ 29頁、準備書面 (1)の 9頁、準備書

面 (2)の 4～ 6頁 と24～ 28頁で既に検証 している。

ここでは、被告大学の反論を容易にするために、それ ら具体的事実の幾つか

を下記に示 l′ 、名誉棄損であることを再確認することにするc

⑦ 特任教員の任用について、労使慣行は存在 しない

北村賞尋問調書 (甲 18、 7～ 9頁)の 下記応答部分がこれに該当する。

(質 問)処分対象事実としての「特任教員の採用(再雇用)に 関する発言

は、本大学のこれまでの見解を越権的、専断的に歪め」と、一
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(北 村)特任教員の市1度 は長 く本学にあ りますが、ある事件を通

ヒ/て 、その性格をはっきりさせ るべきだとい うことがあつて、

規程を手直 しして、趣旨をはつきりさせたときの、その趣 旨を

指 l′ てますc

(北 村)かつて、定年引下げの代替措置 としての特任 とい う性格

で理解する方もお られま した し、曖味なところがありましたが、

塁上事件を通して、特任制度はいわば新採用であると、再雇用と表

現してますけれども、新採用であるという性質をはつきりさせようと

いう改正でありました。

(質問)こ れは学内には周知はさせたんで しょうか。

(北村)もちろん規程集に載せて、誰もが見える状態にしています し、

被告大学の別件訴訟 (1)の準備書面 (4)の 2頁には、この労使慣行

について、次の記載がある。

「理事会が特任教員 として採用する旨の承認 (決定)を行 う前提 となる

教授会決議は、本学経営学部においては実質審議の上出席教授会員の 3分の

2以上の同意 とい う厳格な方法によつている。|

北村の特任人事に関するこの供述は、井阪理事長および重森学長の発言

(甲 25)と 対比 して虚偽であることが明瞭であり、草薙裁判での草薙氏の

陳述書 (甲 17)も 北村発言を支持 ヒ́ていないここれに i・3え て、特任教員任

用規程 (新規程)に は、北村発言は明記 されていないt

準備書面 (2)の 4～ 6頁 にこれが真実でないことを立証 しているcな

お、訴状の 23～ 24頁 も参照 されたいっ

④ 学内の規程を逸脱する規程の偽装や変造

当該準備書面の 8～ 9頁 に記載の内容であ り、参照 されたい。

人を貶めるために規程の内容を変えておいて、「規程にそった手続きであ

る」 と被告大学が陳述すれば、第 3者は、「規程 とい う従 うべき義務を負っ

ている者がその義務を果た していないのではJ、 あるいは、「平等に適用 され

るルールに問題があるはずはなく、本人に何か問題があるはずだ」と受け取

23
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るのが通常であり、この規程の偽装、変造が311件 訴訟 1で原告が敗訴 した最

大の要因 と判断 している。

この常軌を逸 した北村賞 らの行為は、原告の被告大学内での社会的地位、

評価、信用を著 しく侵害 し、その行為の結果は退職後の現在においてもなお

続いていると認識 している。

その一方で、被告大学理事会は、北村賞、井形浩治、池島真策には何 ら

懲戒処分を科 さず、新規程の任用基準第 4条 に反するにもかかわらず、北村

賞 と木村俊郎を特任教員 として採用 している。

この現状をもつて、原告の名誉が棄損 されている証拠 となる。

○ 新規程に反する特任人事の進め方

O 北村の意向に従 う人物に実行させ、自分は決 して表面に立たない

訴状の 25～ 29頁 を参照されたい。ここでは、その一部を再掲 し、原

告の名誉棄損の具体的な証拠とする。

この再掲部分は、新規程は自分が作つたと教授会で発言する人物、北村

賃が、新規程を逸脱する作戦を画策 し́、それを北村の意向に従 う人物 (井形、

池島たち)に実行 させたことが、事実として認識される部分である。

(a)新規程を無視して、原告の申請書類を提出しなかつたことの是非を質闘

(原告代理人)特任教授任用規程の手続は履行 しなくてもよいとい う

のが当時の経営学部の方針だつたんですか。

(被告北村)違います。

(原告代理人)そ うすると経営学部としてはこの提出、先ほどの9条③の提

出をすべきだつたということに、ここはよろしいのですか。

(被告北村)いえ、私はその判断ができません。私が関与しませんでし

たから。 (同 、 28頁 )

(b)「書類が不受理Jと『物理的に原告の書類を提出しないJ:ま、同じ意味かと質問

(原告代理人)井形 さんは経営学部に対 して書類が不受理であつたと、

そ うい う報告をしたんですね。

(被告北村)書類が不受理 とおつしゃつたかどうかは記憶ありま
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せんが、不受理でしたとい う報告は記憶 しています し、学内理

事会でも不受理 とい う言葉で語られたと思います。

(原告代理人)先ほどの特任教員任用規程で、提出すると書いてありますよね。

(被告北村)はい。

(原告代理人)これは物理的に書類を提出する意味ですよね。

(被告北村)いや、ちょつと理解してませんでした。

(原告代理人)現在 どうい う認識ですか。

(被告北村)少 しこの規程には不備があるんだろうと思つています。

(原告代理人)いや、答えを聞いています。物理的に書類を提出する

という意味ではないんですか。

(被告北村)いや、そのような解釈に私が至つてるわけではありません。

(原告代理人)そ うすると、これ、話、ペーパーすら出さずに口頭で

何か言えば提出したことになるとい うのがあなたの理解ですか。

(被告北村)いえ、そのようにも考えてません。

(原告代理人)そ したら、やつぱり紙ベースのそ うい う事業計画その

他を提出するしかないんじゃないですか。

(被告北村)いや、分かりません。

(原告代理人)分からない。

(北村)はい。 (同 、 29～ 31頁 )

(o)物理的に書類を提出しなかつたことは特任規程を歪めていないかと質問

(原告代理人)不受理ではなくて提出していなかったとしたら、提出

するように進言していましたか。

(被告北村)いえ、進言していません。

(原告代理人)井形さんが特任教授推薦委員会に書類を物理的に提出しな

かったことは、特任教授任用規程を歪めるものだと[ま思いませんか。

(被告北村)考えていません (同 、 31頁 )。

(d)申請書類を提出していないことはパワハラではないかと質問

(原告代理人)吉井 さんが申し出ているにもかかわらず、特任教授の書

類提出をしなかつた井形さんの行為がパワーハラスメントだと|ま思い

ませんか。
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(被告代理人)異議あ り。 しなかつた とは先ほど来の尋間では l「.て な

いと思います。質 Fpl変 えてください。

(原告代理人)書類を提出していないとすれば、それはパワーハラスメントだ

とは思いませんか。

(被告北村)井形氏らはT寧な・・・。

(原告代理人)イ エスかノーで答えてください。

(被告北村)思いません (同、 37頁 )。

この不 自然な応答にこそ、北村賓の実質的な関与があった証拠であ り、

それが事実であると推認 される証拠を下記に示す。

● 山田氏の「 2文書への批判文書J(甲 22)

。吉井 さんの問題に関係 して 「当時のカ リキュラム委員長、学部長の名

誉にかかわる。学部長がカ リキュラム委員長 と共同して吉井氏の特任

就任手続きを妨げた。井形、池島が通 じて、日実をつ くつて とい うの

は事実ではない。当時のカ リキュラム委員会において、吉井氏の担当

科 目についておか しい と私が申し上げた」 (同 、 4頁 )

・北村氏は、吉井 さんの問題に最初から実質的に一方の当事者の指導的

立場 として関わつていたのですか ら、一。

北村氏は問題に責任をとる立場につ くことは上手 く避けて、影響力を

行使 して事を運ぶ、す ぐれた能力をもつているため、裁判の被告に立

つこともなかつたのです。本当は、吉井 さんがもつとも追及 したかつ

たのは、北村氏です。経営学部の教員はよくお分か りだと思います (同 、

11頁 )。

② 別件訴訟 3の草難裁判での車薙氏の陳述書 (甲 17)
。当時から現在に至るまで、北村理事のや り方は一貫 してお り、理事会

においても学部教授会においても問題ごとを公の場に出さず、自分と

その周辺に不利な事はどのような手段を用いてでも揉み消そ うとする、

とい うものです。吉井氏は裁判に訴える以外の方法で、自身の問題を

公にして争 うことはできなかったと思います (同 、 5頁 )
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④ 被告大学の組織 を不法に操作 し、自分 iま表面に立たなしヽ

北村賞尋問調書 (甲 18、 14～ 16頁 )の 下記応答部分は、北村賞が

既に人権委員会に手をまわ し、問題化させなかったと解 される部分である。

(質 問)大阪経済大学では、例えば、バ ワハラとかセクハラとか、そ

うい うことがあった場合には、訴えることが学内的にできるんじ

ゃないんですか。

(北村)はい、できます。一一つの入 り日は、メ、権委 員会 とい うと

ころです。

(質 問)も し、パ ワハラがあつて、 とい うことになると、吉井 さんは

そ うい う申立てができたわけですかね。そこが事実調査でさわフて

いるか どうか とい うことを調査委員会のほ うで確認 されてまし

たかc検討委員会ではどうですか c

(北村)検討委員会では、 うわさとしては占井 さんは人権委員会

に訴えたと聞きましたが、確かめていません。

(質 問)だ つた ら、学校でパ ワハラの申立てが、あるのかないのかと

い うのは、当然調べるべきだつたん じゃないんですか。

(北村)パ ワハラだとい う判断があつたのな らば、人権委員会か

ら、理事長であるとか、そこに結論は、名前は出すか出さない

か状況によつて違 うんで しょうけれノども、報告があるはずです

ので、そ うい うことがなかった とい うことですのでcパ ワハラ

だと、吉井 さんからの訴えで認定された事実はないと判断 して

いまし′た。

北村賞が既に人権委員会に手をまわ していたことが事実である証拠は、20

13年 1月 18日 教授会終 了後の経営学部人権委員の次の発言より、事実であ

ることが立証 される (甲 65)。

「人権委員会が扱 うには荷が重すぎたんですよ。J、

「個人対個人であれば人権委員会にかけられ るスノですけどもJ

「よく時間かけて、だか ら、攻めてこられているから」

次頁にこの会話の部分を示 し́てお く。

″
‘

，
“
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既に述べた、池島がカ リキュラム委員会で原告の担当科 目を全て不要、必要

度が低いとして、全て不開講 とヒン、原告の 3ヵ 年の授業計画を成立させないよ

うにしたが、これも2012年 5月 11日 のカ リキュラム委員会で、北村カ リ

キュラム委員が原告の特任人事は学部執行部でコン トロール可能 とい う発言

をしていることからも、北村がカ リキュラム委員会 とい う組織を利用 して、カ

リキュラム委員会の機能を逸脱 させたことが理解 される (訴状、 26頁 )。

X敏 観金直機、朧鷹の人権委員と、 2012年 12月 13日の人族委員会の結議について話をする.

― ― 人権委員会と教職員組合に、
経営学部執行部による、票告へのパワハラとして訴えていたことに関する背景情報 ―――
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2 損失について

裁判長の質問は、「退職後のN030～ N035関 連の名誉棄損について、実

際にどのような実質的損害があったのか」 とい う質問であつたのか、原告には少

し記憶が曖味なところがあるため、これにとらわれず、原告の名誉棄損に係わる

損害について以 下の主張をする。

原告の損害賠償請求の算出根拠については既に、訴状 (30～ 35頁 )と 準備

書面 (1)(7～ 10頁)で明 らかに している。

その うえでの裁判長の質問に答えるために、「実質的損害」に重きをおいて、

次のアプローチで損害賠償請求額の1長 拠を示す
=

民法 709条 の 「損害Jの 中には、財産的損害のほかに精神的損害も含まれ,る

と解 され、民法 710条 と711条 が精神的損害に対する賠償を明文化 している。

「精神的損害 とは人間としての精神の安定状態が破壊 されたことをい うJと 一

般に定義 され、その精神的損害は民法で規定 されているものの、その適用につい

ては明瞭な判断基準が確立されてお らず、過小評価 されていると感 じるc

原告は、精神的苦痛なるものは、財産的損害 とは直接関係のない、それから独

立 したファクター となる損害を指 し、財産的損失に対する補償とは独立 して保障

されるべきものとの立場から、その具体的保障額 |ま 、財産的損害のようには計算

は困難ではあるが、その困難性の克服にこそ法的な配慮が求められると主張する。

原告は、被告大学の北村賞、井形浩治、池島真策 らによつて原告の名誉が棄損

さオ1,る とい う不法行為にB西 されたが、それに係わる損害賠償の請求に t―lた り、次

の 2つの観点にたつて請求するとい う代替案を呈示する。 1つ は、精神的・内体

的な苦痛を受けたことによる損害賠償請求であり、今 1つ は、原告の財産的機会

が不当に妨害 されたことによる損害賠償請求である。

(1)精神的・肉体的な苦痛を受けたことによる損害賠償請求について

精神的・肉体的な苦痛が社会的受忍義務の範出、許容限度を超えるとみなせる
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事由については損害賠償の対象になるが、その因果関係の立証や賠償額への換算

の困難 さが問題 となる。 この類の問題につい て、原告は次の方法を提案する。

名誉棄損を訴える当事者の精神的・肉体的なス トレスと当事者および当事者の

家族に様々な悪影響、不利益を惹き起す要因 との間には相応の因果関係が存在す

るとみなせるケースにおいては、経済的損失 として換算可能な要因をもとに賠償

額を算定 し、その他の悪影響や不利益は社会的受忍義務の範囲内とみなす とい う

アプローチである。

原告の場合は、被告大学の歴代の学部執行部による不法行為 (別 件訴訟 2で判

決が確定 している)の もとで、精神的なス トレスから膠原病を発症 tン 、それ′が原

因で関節痛 リューマチ と喘息を発症 し、特に喘息では急な階段を登る、スポーツ

をするぐらいで喘鳴のもと、呼吸を整える必要性に迫 られている。天理 よろづ相

談所病院の膠原病専門医には発症当時からお世話になってお り、ス トレスが原因

と言われているので、必要であれば、診断書を提出する用意はある.こ こでは、

この病気の治療を経済的損失に相当すると tン て、賠償額の算定を行 う。

算出条件 :確 定中告医療費明細より天理よろづ相談所病院医療費 (含 、交通費 )

平成 16年度 (2004年 ):66920円  平成 21年度 (2009年 ):H4480円

平成 24年度 (2012年 ):94130円  平成 29年度 (2017年 ):73480円

平正 30年度 (2018年 ):56620円

5年間の平均医療費 :81186門 /年

02004年 ～ 2012年 の 9年間医療費総額 :73万 円

男性の平均寿命 :81.09歳 (厚 生労働省、2018年 7月 20日 に公表 )

02013年 (67歳 )～ 81歳 の 15年間医療費総額 :121万 円

③精神的損害の代理指標 とヒンて、病気治療に伴 う賠償額 :194万 円

(2)財産的機会が不当に妨害されたことによる損害賠償請求について

ア 在職時の、北村賓指示による逸失利益

原告はヨーテボリ大学GRI研 究所から戻つた 2003年 、北村研究室に呼

ばれ、被告大学理事会では、外部の研究機関での研究や非常勤講師を辞めてい
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ただき、被告大学で t/・ 教育研究に専念 していただくことを検討 してお り、原告

には情総研での客員研究員および羽衣女子短期大学の非常勤講師を辞めてい

ただきたいと申し渡 された (準備書面 (1)、 9～ 10頁 )こ

この指示に したがって、積極的に研究所には働 きかけず、非常勤講師 モ)継続

を依頼 されたが辞退 し́ている.こ れより、逸失利益 として財産的損害を次のよ

うに算出する。

算出条件 :

情総研に関 しては、 60歳 を目安に研究期間を 3年間とし、その年

収は、準備書面 (1)掲載の確定申告書資料より、300万 円とする。

羽衣女子短期大学に関 しては、 67歳 までの 10年間とし、その年

収は、準備書面 (1)掲載の確定中告書資料 より、 33万 円とする。

④情総研の 3年間の財産的損害 :900万円

011衣女千短期大学の 10年間の財産的損害 :330万 }ヨ

0北村賞指示による財産的損害総額 :1230万 円

イ 井形、池島の「故意による共同不法行為」による定年退職後の逸失利益

これは、別件訴訟 1の原告の地位確認訴訟にお |す る、給与相当額が該当する

と判 LI」Tす る (別 件訴訟 1は、再審請求後、最高裁特別抗告中).

068～ 70歳の 3年間の特任給与総額の推定見積:1273万 5000円

ウ 71歳 以降 75歳 までの経営コンサルタン ト活動困難による逸失利益

原告は、訴状の 8頁記載のように、CMC、 」一M CklC、 CVSの 有資格

者であること、松 ド電器産業および松下通信工業での実務経験を有すること、

電気通信総合研究所、情報通信総合研究所での基礎研究や応用研究、マーケテ

ィングリサーチ経験を有することから、経営コンサルタン ト活動を計画 してい

たが、被告大学 との本人訴訟に専念する必要性から、頓挫 tン ているc

しか し、訴訟に必要な情報 も出尽 くしていることから、今回の名誉棄損訴訟

後、高裁への控訴があつたとしても、再開の予定である。

これについては、逸失利益あるいは機会損失 としての、財産的損害額を次の

ように算出する。
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(3)

算出条件 1

情総研での経験をもとに、収入を 2

後の就労期間を 5年 とし、さらに、

071～ 75歳の 5年間の推定見積 160

小括:損害賠償請求について

67歳定年までの損害賠償請求額 :

精神的損害額 :0よ り、

財産的損害額 :0よ り、

以上を総括すると、

損害賠償請求額 :

精神的損害額 :● と②より、

員オ産的損害額 :0と 0と ③より、

0万 円/月

実現率 を 5

0万 円

と過小評価 し、退職

Oγ)と 仮定する。

3万 円

3万 円

0万 円

7.5万 円

4万 円

3.5万 円

０

　

″′

　

３

３

　

　

　

　

２

定年退職後の損害賠償請求額 :         1994.5万 円

精神的損害額 :② より、           121万 円

財産的損害額 :0の 1273万 5000F]と 0の 600万 円

９

　

Ｑ
）
　

０

２

　

１

　

１

裁判長の質問に答える損害賠償請求額は、 1994万 5千 円 とな る。

なお、このように算出された損害額に対tて 、裁判官の自由′い証主義のもとで、

原告の落ち度、被告大学の悪質度などを考慮 して、例えば、双方をイーブンとす

る 50%を 基準 とし′、被告大学の名誉棄損に係わる行為が極めて悪質 とみな しう

る場合は 80%、 かな り悪質を 70%、 少 し悪質を 30%、 悪質 さは無視できな

いがその程度は軽微を 10%と 、リッカー ド尺度でい う7段階で評価することも

妥当と考えられる。

原告の立場では、かな り悪質、または、それ以 Lと の評価 となるが、いずれに

しろ、様 々な名誉棄損のタイプが想定されるなか、原告の希望することは、社会

の評価に耐える名誉棄損損害賠償の判例を勝ち取 りたいと思つている。
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第 4 総括

原告が応答すべき事由は前述のとお りである。

なお、被告大学は具体的に名誉棄損には当たらない との立証は未だされていな

い′

被告大学が名誉権侵害等で訴えた別件訴訟 2で は、原告はその立証に努力を し

てお り、今回は、被告大学が同 じ努力をされ ることを希望する。

なお、原告の準備書面 (2)の 24頁以降の求釈明には応 じていただくことを

希望す る。

以上
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